
南海トラフ巨大地震対策特措法とその他の地震防災対策に関する法律との関係（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南海トラフ巨大地震対策特措法 

 

 

 

 

○ 社会福祉施設、公立小中学校等の整備について、国庫補助率の嵩上げ 

大規模地震対策特措法 

地震財特法 

※ 施設等の整備について、国庫補助

率の嵩上げ 
東南海・南海地震対策特措法 

※ 財政上・金融上の配慮 

地震防災対策特措法 

※ 施設等の整備について、国庫補助率の嵩上げ 

地震防災対策強化地域に指定 東南海・南海地震防災対策推進地域に指定 

東南海・南海地震 東海地震 南海トラフ巨大地震 

財政上の特例措置 

○ 交付金の交付 

○ 基金の創設 

○ 地方債の特例 

防災対策に係る特例措置 

○ 規制の特例（建築基準法における用途制限に係る特例等） 

○ 集団移転促進事業に係る特例（土地利用の特例、補助対象の拡大等） 

○ 国による工事の代行（漁港工事、砂防工事、港湾工事等） 

強化地域及び推進地域並びにこれらの周辺の地域のうち、南海トラフ

巨大地震により特に著しい地震災害が生ずるおそれがあるため、緊急

に地震防災対策を推進する必要がある区域を、南海トラフ巨大地震緊

急対策区域として指定 

※ 緊急対策区域でない強化地域又は

推進地域については、これまでどお

り、大震法、地震財特法、東南海・

南海特措法が適用される。 

資料２ 


